
（１）知事部局

２７年度 ① ２６年度 ②

2,849 2,861 ▲12  

47 46 ＋1  地方創生関連業務対応＋1人

46 47 ▲1  消防学校の生徒数減による教官の減△1人

364 363 ＋1  

主要行事調整対応＋1人、法律相談体制強化＋1人、情報システ
ムの市町村との連携＋1人、アンテナショップ運営体制強化＋1
人、県外における情報発信強化＋1人、公共施設総合管理計画
策定＋1人、業務体制の見直し△4人、現業業務の見直し△1人

166 163 ＋3  
国勢調査対応＋1人、男女共同参画計画の改定＋1人、ＷＴＣ鳥
取大会への対応＋2人、大山開山１３００年祭対応＋1人、業務
体制の見直し△1人、現業業務の見直し△1人

69 66 ＋3  
観光業務の体制強化＋3人、オリンピック等合宿誘致強化＋2
人、障がい者スポーツ業務を福祉保健部から移管＋1人、民工
芸振興業務を市場開拓局へ移管△1人、業務体制の見直し△2人

579 589 ▲10  

手話パフォーマンス甲子園や障がい者アートなどの業務対応＋
5人、子ども・子育て支援新制度対応＋1人、障がい者スポーツ
業務を文化観光スポーツ局へ移管△1人、障がい者芸術・文化
祭の終了△7人、保育専門学院の廃止△4人、業務体制の見直し
△1人、現業業務の見直し△3人

273 273 －  計量業務体制の充実＋1人、氷ノ山・三徳山関連事業の減△1人

118 116 ＋2  民工芸振興業務を文化観光スポーツ局から移管・強化＋2人

607 612 ▲5  
境漁港の高度衛生管理型市場整備対応＋1人、業務体制の見直
し△3人、現業業務の見直し△3人

527 532 ▲5  現業業務の見直し△5人

53 54 ▲1  現業業務の見直し△1人

※上記は、総合事務所各局の定数を含む

634 640 ▲6  
ＷＴＣ鳥取大会への対応＋2人、大山開山１３００年祭対応＋1
人、業務体制の見直し△3人、現業業務の見直し△6人

（２）行政委員会等、企業局

２７年度 ① ２６年度 ②

360 360 －  

 教育委員会事務局 255 255 －  ─

 企業局 43 43 －  ─

 県議会、各種委員会等 62 62 －  

県議会事務局 23 23 －  ―

選挙管理委員会事務局 2 2 －  ―

監査委員事務局 15 15 －  ―

人事委員会事務局 11 11 －  ―

労働委員会事務局 8 8 －  ―

3 3 －  ―

 （１）と（２）の計 3,209 3,221 ▲12  

増減
①－②

摘要（主な増減）

鳥取海区漁業調整委員会事務局

　　（注）教育委員会事務局には教育長を含む。

区　　分
予算定数

 農林水産部

 県土整備部

 会計管理者

　総合事務所(再掲)

２　平成２７年度職員定数改正案の概要

　「新たな定数管理の方針」に基づき、無理・ムダのない簡素で機能的な組織の構築、業務の効率化や行政課題の変化に
対応した業務のスクラップアンドビルドを行い、同方針で定めた目標を達成し、かつ、全国最小レベルの職員定数となる
よう見直しを行った。

区　　分
予算定数 増減

①－②
摘要（増減の主な要因）

計

計

 未来づくり推進局

 危機管理局

 総務部

 地域振興部

 文化観光スポーツ局

 福祉保健部

 生活環境部

 商工労働部

中部総合事務所
西部総合事務所



＜参考＞

○学校の教職員の定数

２７年度 ① ２６年度 ②

　学校の教職員 6,238 6,271 ▲33  

県立学校職員 2,069 2,064 ＋5  特別支援学校の学級数の増加等＋5人

県費負担教職員 4,169 4,207 ▲38  小・中学校の学級の減少等△38人

○警察本部の定数

２７年度 ① ２６年度 ②

　警察本部 1,446 1,446 －  ─

○病院局の定数

２７年度 ① ２６年度 ②

　病院局 1,171 1,133 ＋38  医師・看護師・医療技術職員等の増＋38人

区　　分
予算定数 増減

①－②
摘要（主な増減）

区　　分
予算定数 増減

①－②
摘要（主な増減）

区　　分
予算定数 増減

①－②
摘要（主な増減）

Ｈ２７．４（目標時） Ｈ２４．４ Ｈ２５．４ Ｈ２６．４ Ｈ２７．４ 計画の達成状況

達成率：１０１.０％
実績　　目標

▲１０１／▲１００

「新たな定数管理の方針」の達成状況

区　　分

定数管理計画 過去の取組実績 Ｈ２７当初

Ｈ２３．４（開始時）

３，２０９人
対前年度

▲１２人

一般行政部門
知事部局
行政委員会
など

３，３１０人
３，２１０人
（▲１００人）

３，２８０人
対前年度

▲３０人

３，２４８人
対前年度

▲３２人

３，２２１人
対前年度

▲２７人


